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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 47,022 △1.7 527 38.7 365 118.2 33 ―
22年2月期 47,857 1.7 380 △40.0 167 △56.9 △297 ―

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 1.66 ― 0.3 1.1 1.1
22年2月期 △14.71 ― △2.7 0.5 0.8

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 33,049 10,889 32.9 539.21
22年2月期 33,474 10,940 32.7 541.54

（参考） 自己資本   23年2月期  10,889百万円 22年2月期  10,940百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 1,681 △896 △974 927
22年2月期 △36 △1,005 1,434 1,117

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 80 ― 0.7
23年2月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 80 241.3 0.7
24年2月期(予想) ― 2.00 ― 2.00 4.00 ―

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 25,200 4.6 620 36.3 510 43.7 70 54.8 3.47
通期 48,700 3.6 710 34.7 500 37.0 50 51.5 2.48
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、13ページから14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 20,827,911 株 22年2月期 20,827,911 株
② 期末自己株式数 23年2月期 633,589 株 22年2月期 626,269 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 20,198,294 株 22年2月期 20,203,979 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 44,976 △1.6 554 29.9 403 75.5 91 ―
22年2月期 45,697 2.2 426 △40.9 229 △53.0 △223 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 4.52 ―
22年2月期 △11.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 32,188 10,867 33.8 538.15
22年2月期 32,473 10,860 33.4 537.63

（参考） 自己資本 23年2月期  10,867百万円 22年2月期  10,860百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
- 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績見通しは、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づいたものであり、実際の業績は見通しと異なることがあります。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料（4ページ）をご参照ください。 

- 2 -



（1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におきましては、政府実施の各種経済政策の効果などにより、一時的な個人消費の増加がみられ

たものの、厳しい雇用情勢、所得環境のなかで、長引くデフレや急激な円高の影響もあり、依然として景気の回復

感が乏しい状況で推移しました。 

 「ホームセンター事業」におきましては、昨年の春先から続いた低温と夏の記録的な猛暑並びに残暑と、冬の大

雪による被害により厳しい経営環境となりました。 

 このような経営環境の下、「地方都市、中山間地、離島のなくてはならないインフラになろう」の経営方針のも

と、「ホームセンターは農業、園芸、資材、金物、工具、ワーキングの専門店である」ことを基軸とした商品政策

の増強をおこない、関連して、自転車等各種修理や農機具貸出等のサービスの強化も図ってまいりました。当期前

半では、売上高は春先の低温や夏の猛暑などの天候不順等により、園芸農業用品等が低調で秋物商品の出足も鈍

く、前期実績を下回りました。後半では、昨秋の創業４０周年記念セール実施による拡販の反動により前期実績を

下回るものの、冬季に入り大雪などにより、暖房用品や除雪関連用品などの冬物商品の売上高が順調に推移しまし

たが、前半の売上高の落ち込みを補うに至らず、通期では前期実績を下回ることとなりました。一方、仕入改善や

販売促進費の抑制により営業利益と経常利益は前期を大きく改善し、当初予想した減損損失額も前期を下回ったた

め、当期純利益におきましても、前期を大きく改善し黒字を計上することとなりました。 

 連結業績は以上の結果、営業収益（売上高および営業収入）は470億２千２百万円、前連結会計年度比８億３千５

百万円（1.7％）の減少となりました。うち売上高は453億１千３百万円、前連結会計年度比７億９千８百万円

（1.7％）の減少となり、営業収入は17億９百万円、前連結会計年度比３千６百万円（2.1％）減少しました。 

 損益面は、営業利益は５億２千７百万円、前連結会計年度比１億４千７百万円（38.7％）の増加、経常利益は３億

６千５百万円、前連結会計年度比１億９千８百万円（118.2％）の増加となりました。また、当期純利益は３千３百

万円、前連結会計年度比３億３千万円の増加となりました。 

 「ホームセンター事業」の営業収益（売上高および営業収入）は449億５百万円で、前連結会計年度比７億１千３

百万円（1.6％）の減少となりました。うち売上高は432億６百万円で、前連結会計年度比６億７千７百万円

（1.5％）の減少となり、営業収入は16億９千８百万円で、前連結会計年度比３千６百万円（2.1％）の減少となりま

した。 

 店舗につきましては、ホームセンター５店の開店とホームセンター２店の増床を実施し、ホームセンター３店を閉

店いたしました。また、「農業立地型３００坪店」への改装１店のほか、全面改装３店を実施しました。これによ

り、当連結会計年度末の店舗数は１４３店（ホームセンター１３３店、イエローハット３店、ドラッグストア７店）

となり、前年度比２店の増加となりました。 

 「その他の事業」につきましては、ブックセンター１店の閉店や景気の低迷による買い控え、タブレット端末の発

売による電子書籍の登場などにより、営業収益（売上高および営業収入）は21億１千７百万円、前連結会計年度比１

億２千１百万円（5.4％）減少しました。うち売上高は21億６百万円、前連結会計年度比１億２千１百万円（5.5％）

の減少、営業収入は１千１百万円、前年度比微減となりました。 
（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況に関する分析 

 当連結会計年度の財政状態は、前連結会計年度末と比較し、総資産が４億２千４百万円、負債が３億７千３百万

円、純資産が５千万円減少しました。 

（総資産） 

 主に流動資産のたな卸資産５億１千７百万円の減少によるものです。 

（負債） 

 主に流動負債の支払手形及び買掛金４億３千９百万円の減少によるものです。 

（純資産） 

 主に当期純利益３千３百万円の増加と剰余金の配当金８千万円の支出などによるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況に関する分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により増加した資金を、主と

して店舗建設等の投資活動と長期借入金の返済に充当し、前連結会計年度末に比べ１億９千万円減少の９億２千７百

万円となりました。 

１．経営成績

（株） ジュンテンドー （9835） 平成23年2月期決算短信
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 当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は16億８千１百万円、前連結会計年度比17億１千８百万円の増

加となりました。 

 主な要因は、資金収入の税金等調整前当期純利益２億１千２百万円、たな卸資産の減少５億１千７百万円、非資金

費用の減価償却費10億１千８百万円及び減損損失９千４百万円等に対して、資金支出の仕入債務の減少４億３千９百

万円などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動により支出した資金は８億９千６百万円、前連結会計年度比１億８百万円の支出

の減少となりました。 

 主な要因は、有形・無形固定資産の取得による支出９億２千４百万円などによるものであります。 

 支出の主な内容は、店舗の新規出店、増床および改装等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の減少は９億７千４百万円（前連結会計年度は14億３千４百万円の資

金の増加）となりました。 

 主な要因は、長期借入金41億円及び短期借入金２億５千万円の調達に対し、長期借入金50億９千７百万円、リース

債務１億４千５百万円の返済及び配当金８千万円等の支出によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

  

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、財務体質の向上と経営基盤の強化を図りつつ、収益状況および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様

に対する利益還元を充実することを重要施策としております。 

 上記方針に基づき、当連結会計年度の剰余金の配当は、平成23年１月７日の第３四半期決算短信にて公表いたしま

した通り１株につき２円とさせていただく予定であり、中間配当金（１株につき２円）とあわせて、当連結会計年度

の配当金は４円となる予定であります。また、次期の配当につきましては、当連結会計年度と同様の配当を予定して

おります。 

 内部留保資金につきましては、新規出店等の設備投資に充当し、企業体質の強化に努めてまいります。 

  

（4）次期の見通し 

 次年度におきましては、ホームセンター事業において、ホームセンター３店の新設、並びに、ホームセンター２店

の閉店を計画しております。また、改装につきましては、全面改装４店、「農業立地型３００坪店」への改装２店を

計画しております。 

 こうしたことから、次年度の連結業績見通しにつきましては、次のとおり予想しております 

営業収益    ４８７億円        （前年度比   ３．６％増加） 

営業利益      ７億１千万円     （前年度比  ３４．７％増加） 

経常利益      ５億円        （前年度比  ３７．０％増加） 

当期純利益       ５千万円     （前年度比  ５１．５％増加） 

  
平成19年 

2月期 

平成20年 

2月期 

平成21年 

2月期 

平成22年 

2月期 

平成23年 

2月期 

 自己資本比率(％)      35.1      35.9      34.9      32.7      32.9 

 時価ベースの自己資本比率(％)      11.7    9.6    6.9    6.6    7.4 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年)    6.7    7.8    6.4   ―   7.0 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)    6.3    5.2    6.7    0.1    6.3 

（株） ジュンテンドー （9835） 平成23年2月期決算短信

- 4 -



 最近の有価証券報告書（平成22年５月24日提出）における「事業系統図（事業の内容）及び「関係会 

社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

  

会社の対処すべき課題 

 このたびの東北地方太平洋沖を震源とする未曾有の地震と津波による震災は、甚大な被害をもたらし、その影響は

日本のみならず世界へと波及しております。また、戦後最高値を更新した為替市場での円相場、アラブ諸国の政治的

混乱に端を発した原油高騰は高止まりの様相を見せ始め、地政学的リスクは長期化することが予測され、これまでに

も増して景気は悪化し、回復には相当期間を要するものと思われます。 

 小売業界におきましても、従来然とした雇用情勢の厳しさに加え急激な景気悪化は避けられず、震災の津波による

原子力発電所事故の産業界への電力供給不足は生産力の低下による品不足となり、原油高による商品コストの上昇と

共に、商品施策への影響を大きく受け、企業を取り囲む経営環境は非常に厳しくなるものと予想されます。 

 こうした状況の下、当社グループは次の課題に取り組んでまいります。 

 店舗につきましては、進行年度において３店の新設と２店の閉店を計画しております。また、改装につきまして

は、全面改装、ローコスト改装、「農業立地型３００坪店」への改装による売場手入れを行い、既存店の活性化を図

るとともに、売上の維持増加と収益の向上に取り組んでまいります。 

 営業面におきましては、「ホームセンターは農業、園芸、資材、金物、工具、ワーキングの専門店である」ことを

基軸にして商品政策を行うとともに、地方の人口減少、高齢化を見こした修理、貸出、技術提供等のサービス面の充

実を図ります。当社グループは営業指針として「地方都市、中山間地、離島のなくてはならないインフラになろう」

を経営理念に取り組んでまいります。 

 加えて、財務面におきましても、進行年度より資産除去債務の会計基準の適用により厳しい業績予想が見込まれま

すが、経営資源を最大限に有効活用し、「成長戦略」の実現に近づけるべく、企業体質および財務体質の強化に努め

てまいります。 

 なお、上記「会社の対処すべき課題」以外は、平成19年２月期決算短信（平成19年４月19日）により開示を行った

内容から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

 http://www.juntendo.co.jp/ 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,120,965 930,586

売掛金 115,551 109,241

商品 11,280,438 10,768,439

貯蔵品 29,904 24,037

繰延税金資産 153,472 157,598

その他 829,646 730,414

貸倒引当金 △182 △182

流動資産合計 13,529,794 12,720,135

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 21,597,383 21,898,859

減価償却累計額 △13,769,039 △14,116,469

建物及び構築物（純額） 7,828,343 7,782,389

土地 5,320,175 5,286,245

リース資産 492,394 803,144

減価償却累計額 △52,054 △194,204

リース資産（純額） 440,340 608,940

建設仮勘定 100,222 413,572

その他 2,049,746 2,199,793

減価償却累計額 △1,855,417 △1,954,255

その他（純額） 194,328 245,537

有形固定資産合計 13,883,411 14,336,685

無形固定資産 895,395 885,449

投資その他の資産   

投資有価証券 159,565 151,275

繰延税金資産 213,344 207,992

建設協力金 2,158,815 2,053,548

敷金 1,929,281 1,954,482

その他 704,614 740,386

投資その他の資産合計 5,165,620 5,107,685

固定資産合計 19,944,427 20,329,820

資産合計 33,474,222 33,049,955
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,671,924 6,232,910

短期借入金 5,392,818 2,565,312

リース債務 101,737 167,072

未払法人税等 55,243 202,615

賞与引当金 125,932 127,263

店舗閉鎖損失引当金 － 8,400

ポイント引当金 153,686 180,495

その他 971,147 1,337,638

流動負債合計 13,472,490 10,821,708

固定負債   

長期借入金 6,295,376 8,375,313

リース債務 364,851 491,848

繰延税金負債 461 578

退職給付引当金 1,755,479 1,812,617

その他 645,547 658,858

固定負債合計 9,061,715 11,339,215

負債合計 22,534,205 22,160,923

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,224,255 4,224,255

資本剰余金 3,999,241 3,999,241

利益剰余金 2,816,816 2,769,500

自己株式 △110,455 △111,322

株主資本合計 10,929,858 10,881,675

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 10,158 7,356

評価・換算差額等合計 10,158 7,356

純資産合計 10,940,016 10,889,032

負債純資産合計 33,474,222 33,049,955
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 46,111,919 45,313,179

売上原価 33,659,113 32,957,494

売上総利益 12,452,806 12,355,685

営業収入   

不動産賃貸収入 491,647 464,765

業務受託収入 1,254,431 1,245,000

営業収入合計 1,746,078 1,709,766

営業総利益 14,198,885 14,065,451

販売費及び一般管理費 13,818,847 13,538,213

営業利益 380,038 527,238

営業外収益   

受取利息 25,701 28,791

受取手数料 11,530 10,075

その他 42,733 66,241

営業外収益合計 79,965 105,108

営業外費用   

支払利息 264,026 251,081

シンジケートローン手数料 4,660 －

その他 23,815 15,705

営業外費用合計 292,502 266,787

経常利益 167,501 365,559

特別利益   

固定資産売却益 3,193 9,900

貸倒引当金戻入額 79 －

賃貸借契約解約益 1,800 －

受取保険金 388 －

収用補償金 1,536 －

その他 － 22

特別利益合計 6,998 9,922

特別損失   

固定資産売却損 19 509

固定資産除却損 109,886 54,225

賃貸借契約解約損 14,335 －

減損損失 304,285 94,614

投資有価証券評価損 － 5,129

災害による損失 435 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 8,400

商品評価損 48,860 －

特別損失合計 477,822 162,879

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△303,322 212,603

法人税、住民税及び事業税 68,474 175,881

法人税等調整額 △74,613 3,237

法人税等合計 △6,139 179,119

当期純利益又は当期純損失（△） △297,183 33,483
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,224,255 4,224,255

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,224,255 4,224,255

資本剰余金   

前期末残高 3,999,241 3,999,241

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,999,241 3,999,241

利益剰余金   

前期末残高 3,194,827 2,816,816

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △297,183 33,483

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △378,011 △47,316

当期末残高 2,816,816 2,769,500

自己株式   

前期末残高 △109,394 △110,455

当期変動額   

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △1,060 △866

当期末残高 △110,455 △111,322

株主資本合計   

前期末残高 11,308,930 10,929,858

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △297,183 33,483

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △379,072 △48,182

当期末残高 10,929,858 10,881,675
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,999 10,158

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,159 △2,801

当期変動額合計 2,159 △2,801

当期末残高 10,158 7,356

純資産合計   

前期末残高 11,316,929 10,940,016

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △297,183 33,483

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,159 △2,801

当期変動額合計 △376,913 △50,984

当期末残高 10,940,016 10,889,032
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△303,322 212,603

減価償却費 978,011 1,018,032

減損損失 304,285 94,614

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,229 1,330

貸倒引当金の増減額（△は減少） △52 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 113,960 57,137

受取利息及び受取配当金 △27,986 △33,203

支払利息 264,026 251,081

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △3,174 △9,390

有形及び無形固定資産除却損 109,886 54,225

収用補償金 △1,536 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,982 6,309

たな卸資産の増減額（△は増加） △354,111 517,866

仕入債務の増減額（△は減少） △615,664 △439,013

その他 △7,437 241,201

小計 452,131 1,972,795

収用補償金の受取額 1,536 －

利息及び配当金の受取額 6,070 8,106

利息の支払額 △268,892 △268,225

法人税等の支払額 △227,727 △31,504

営業活動によるキャッシュ・フロー △36,881 1,681,172

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △970,764 △924,965

有形及び無形固定資産の売却による収入 4,159 25,967

投資有価証券の取得による支出 △13,391 △1,540

投資有価証券の売却による収入  3

貸付金の回収による収入 24,939 23,994

その他 △50,127 △20,095

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,005,184 △896,636

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △420,000 250,000

長期借入れによる収入 4,000,000 4,100,000

長期借入金の返済による支出 △2,011,568 △5,097,569

リース債務の返済による支出 △52,342 △145,639

自己株式の純増減額（△は増加） △1,060 △866

配当金の支払額 △80,683 △80,839

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,434,344 △974,914

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 392,278 △190,378

現金及び現金同等物の期首残高 725,686 1,117,965

現金及び現金同等物の期末残高 1,117,965 927,586
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前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

４ 会計処理基準に関する事 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  項 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品については、売価還元法による

原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）によってお

ります。ただし、配送センター在庫

は、移動平均法による原価法によっ

ております。 また、貯蔵品につい

ては、最終仕入原価法による原価法

によっております。 

（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号）

が平成20年４月１日以後開始する連

結会計年度から適用することになっ

たことに伴い、当連結会計年度から

同会計基準を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合

に比べて、売上総利益、営業総利

益、営業利益、経常利益が34,438千

円減少し、税金等調整前当期純損失

が83,298千円増加しております。 

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

によっております。  

商品については、売価還元法によっ

ております。ただし、配送センター

在庫は、移動平均法によっておりま

す。また、貯蔵品については、最終

仕入原価法によっております。 

―――  

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ⑤ 退職給付引当金 ⑤ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による按分額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。 

同左 
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なお、上記「４会計処理基準に関する事項」の「(1)重要な資産の評価基準及び評価方法②たな卸資産」、「(3)重要な引

当金の計上基準⑤退職給付引当金」及び「(4)重要なヘッジ会計の方法②ヘッジ手段とヘッジ対象」以外は、最近の有価

証券報告書（平成22年５月24日提出）における記載から重要な変更がないため記載を省略しております。 

  

  ――― （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成

20年7月31日）を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益に与える影響

はありません。  

  (4）重要なヘッジ会計の方法 (4）重要なヘッジ会計の方法 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段  金利スワップ 同左 

  ヘッジ対象  借入金の利息 同左 

なお、当連結会計年度において金利

スワップ取引を解約したため、当連

結会計年度末において残高はありま

せん。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

リース取引に関する会計基準 

  「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成5年6月17日 最終改正平成19年3月30日 企

業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成6年1月18

日 最終改正平成19年3月30日 企業会計基準適用指

針第16号)が平成20年4月1日以後開始する連結会計年

度から適用することになったことに伴い、当連結会計

年度からこれらの会計基準を適用し、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。 

  また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によって

おります。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ております。 

  この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース

資産が有形固定資産に440,340千円計上され、これに

よる損益に与える影響はありません。 

――― 
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 連結貸借対照表に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。 

  

 連結損益計算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。 

  

 連結株主資本等変動計算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

（表示方法の変更）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

（連結貸借対照表関係） ――― 

  「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平

成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となること

に伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「商

品」「貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連

結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品」「貯

蔵品」は、それぞれ10,929,698千円、26,532千円であ

ります。 

  

――― （連結損益計算書関係） 

    前連結会計年度で営業外費用にて区分掲記しておりま

した「シンジケートローン手数料」については、金額

的重要性が乏しいため、当連結会計年度より、営業外

費用の「その他」に含めて表示しております。なお、

当連結会計年度の「シンジケートローン手数料」は

3,000千円であります。 

  前連結会計年度で特別利益にて区分掲記しておりまし

た「貸倒引当金戻入額」については、金額的重要性が

乏しいため、当連結会計年度より、特別利益の「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年

度の「貸倒引当金戻入額」は22千円であります。 

（注記事項）

連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

（連結損益計算書関係）

（連結株主資本等変動計算書関係）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 当連結会計年度における当社及び連結子会社は、主として住関連用品の販売をしており、当該セグメント

の売上高、営業利益及び資産の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額の90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 当連結会計年度における当社及び連結子会社は、主として住関連用品の販売をしており、当該セグメント

の売上高、営業利益及び資産の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額の90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

  

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 当連結会計年度における当社の企業集団において、「本邦以外」の取引は発生していないため、開示の対

象となる事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 当連結会計年度における当社の企業集団において、「本邦以外」の取引は発生していないため、開示の対

象となる事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 当連結会計年度における当社の企業集団において、「海外売上高」は発生していないため、開示の対象と

なる事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 当連結会計年度における当社の企業集団において、「海外売上高」は発生していないため、開示の対象と

なる事項はありません。 

  

 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、 退職給付、ストック・オプシ

ョン等、企業結合等、賃貸不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

（セグメント情報）

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

（開示の省略）
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（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 円 541.54 円 539.21

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
円 △14.71 円 1.66

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

項目 
前連結会計年度末 

（平成22年２月28日） 
当連結会計年度末 

（平成23年２月28日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円）  10,940,016  10,889,032

普通株式に係る純資産額（千円）  10,940,016  10,889,032

差額の主な内訳（千円）  ―  ―

普通株式の発行済株式数（株）  20,827,911  20,827,911

普通株式の自己株式数（株）  626,269  633,589

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株）  20,201,642  20,194,322

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日）

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日）

連結損益計算書上の当期純利益 

又は当期純損失（△）（千円） 
 △297,183  33,483

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（千円） 
 △297,183  33,483

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式の期中平均株式数（株）  20,203,979  20,198,294

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,070,468 882,704

売掛金 102,233 93,721

商品 10,722,468 10,295,257

貯蔵品 28,452 22,797

前払費用 265,537 281,183

繰延税金資産 153,472 157,598

建設協力金 211,717 223,903

その他 322,249 197,868

貸倒引当金 △41 △19

流動資産合計 12,876,557 12,155,015

固定資産   

有形固定資産   

建物 18,018,722 18,262,911

減価償却累計額 △10,850,611 △11,118,634

建物（純額） 7,168,110 7,144,276

構築物 3,241,861 3,309,475

減価償却累計額 △2,686,023 △2,760,590

構築物（純額） 555,838 548,884

機械及び装置 349,462 349,462

減価償却累計額 △331,626 △336,113

機械及び装置（純額） 17,835 13,349

車両運搬具 281,268 278,101

減価償却累計額 △250,317 △248,539

車両運搬具（純額） 30,951 29,562

工具、器具及び備品 687,818 780,282

減価償却累計額 △597,399 △629,286

工具、器具及び備品（純額） 90,418 150,996

土地 5,159,831 5,125,901

リース資産 492,394 803,144

減価償却累計額 △52,054 △194,204

リース資産（純額） 440,340 608,940

建設仮勘定 100,222 413,572

有形固定資産合計 13,563,548 14,035,482

無形固定資産   

借地権 733,881 733,881

ソフトウエア 123,339 112,476

電話加入権 25,025 25,025

その他 8,772 9,862

無形固定資産合計 891,018 881,245
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 157,877 149,308

関係会社株式 141,206 141,206

出資金 82 82

長期貸付金 191,815 169,611

従業員に対する長期貸付金 1,065 545

長期前払費用 228,660 283,769

繰延税金資産 213,344 207,992

建設協力金 2,086,569 1,991,421

敷金 1,867,185 1,908,316

その他 254,207 264,303

投資その他の資産合計 5,142,014 5,116,557

固定資産合計 19,596,581 20,033,286

資産合計 32,473,139 32,188,301

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,804,465 4,295,603

買掛金 1,734,252 1,824,098

短期借入金 － 400,000

1年内返済予定の長期借入金 4,816,100 1,739,828

リース債務 101,737 167,072

未払金 380,993 441,412

未払費用 376,713 357,778

未払法人税等 53,452 200,957

預り金 40,278 36,796

前受収益 47,236 39,652

賞与引当金 122,526 122,959

ポイント引当金 153,686 180,495

設備関係支払手形 － 394,995

その他 60,846 3,130

流動負債合計 12,692,291 10,204,781

固定負債   

長期借入金 6,146,250 8,147,851

長期預り敷金 306,496 295,621

リース債務 364,851 491,848

退職給付引当金 1,732,610 1,786,761

その他 369,651 393,837

固定負債合計 8,919,859 11,115,919

負債合計 21,612,150 21,320,700
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,224,255 4,224,255

資本剰余金   

資本準備金 3,999,241 3,999,241

資本剰余金合計 3,999,241 3,999,241

利益剰余金   

利益準備金 715,126 715,126

その他利益剰余金   

別途積立金 2,019,189 1,619,189

繰越利益剰余金 4,116 414,559

利益剰余金合計 2,738,432 2,748,875

自己株式 △110,455 △111,322

株主資本合計 10,851,474 10,861,050

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 9,514 6,550

評価・換算差額等合計 9,514 6,550

純資産合計 10,860,988 10,867,600

負債純資産合計 32,473,139 32,188,301
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 43,884,092 43,207,355

売上原価   

商品期首たな卸高 10,276,276 10,722,468

当期商品仕入高 32,564,490 31,074,555

合計 42,840,766 41,797,023

商品期末たな卸高 10,722,468 10,295,257

商品売上原価 32,118,298 31,501,765

売上総利益 11,765,794 11,705,589

営業収入   

不動産賃貸収入 569,315 534,171

業務受託収入 1,244,206 1,234,859

営業収入合計 1,813,521 1,769,031

営業総利益 13,579,315 13,474,620

販売費及び一般管理費 13,152,896 12,920,548

営業利益 426,419 554,072

営業外収益   

受取利息 23,794 27,082

受取配当金 2,246 4,373

受取手数料 10,937 9,428

雑収入 39,615 59,537

営業外収益合計 76,594 100,422

営業外費用   

支払利息 249,152 236,657

シンジケートローン手数料 4,660 －

雑損失 19,517 14,721

営業外費用合計 273,330 251,379

経常利益 229,683 403,115

特別利益   

固定資産売却益 3,193 9,900

貸倒引当金戻入額 79 －

賃貸借契約解約益 1,800 －

収用補償金 1,536 －

受取保険金 388 －

その他 － 22

特別利益合計 6,998 9,922
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

特別損失   

固定資産売却損 19 509

固定資産除却損 105,569 44,079

減損損失 304,285 94,614

賃貸借契約解約損 14,335 －

投資有価証券評価損 － 5,129

災害による損失 435 －

商品評価損 43,270 －

特別損失合計 467,915 144,333

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △231,233 268,704

法人税、住民税及び事業税 66,683 174,224

法人税等調整額 △74,613 3,237

法人税等合計 △7,930 177,461

当期純利益又は当期純損失（△） △223,303 91,242
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,224,255 4,224,255

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,224,255 4,224,255

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,999,241 3,999,241

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,999,241 3,999,241

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 715,126 715,126

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 715,126 715,126

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,019,189 2,019,189

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △400,000

当期変動額合計 － △400,000

当期末残高 2,019,189 1,619,189

繰越利益剰余金   

前期末残高 308,248 4,116

当期変動額   

別途積立金の取崩 － 400,000

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △223,303 91,242

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △304,131 410,442

当期末残高 4,116 414,559

利益剰余金合計   

前期末残高 3,042,564 2,738,432

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △223,303 91,242

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △304,131 10,442

当期末残高 2,738,432 2,748,875
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

自己株式   

前期末残高 △109,394 △110,455

当期変動額   

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △1,060 △866

当期末残高 △110,455 △111,322

株主資本合計   

前期末残高 11,156,667 10,851,474

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △223,303 91,242

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △305,192 9,576

当期末残高 10,851,474 10,861,050

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,204 9,514

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,310 △2,964

当期変動額合計 2,310 △2,964

当期末残高 9,514 6,550

純資産合計   

前期末残高 11,163,871 10,860,988

当期変動額   

剰余金の配当 △80,827 △80,799

当期純利益又は当期純損失（△） △223,303 91,242

自己株式の取得 △1,060 △866

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,310 △2,964

当期変動額合計 △302,882 6,611

当期末残高 10,860,988 10,867,600
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前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

  

（単位：千円）

継続企業の前提に関する注記

（表示方法の変更）

前事業年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

――― （貸借対照表関係） 

    前事業年度において、流動負債の「その他」に表示し

ておりました「設備関係支払手形」は、負債及び純資

産の合計額の100分の１を超えたため、当事業年度よ

り区分掲記することとしました。なお、前事業年度の

「その他」に表示しておりました「設備関係支払手

形」は60,690千円であります。 

――― （損益計算書関係） 

    前事業年度で営業外費用にて区分掲記しておりました

「シンジケートローン手数料」については、金額的重

要性が乏しいため、当事業年度より、営業外費用の

「雑損失」に含めて表示しております。なお、当事業

年度の「シンジケートローン手数料」は3,000千円で

あります。 

  前事業年度で特別利益にて区分掲記しておりました

「貸倒引当金戻入額」については、金額的重要性が乏

しいため、当事業年度より、特別利益の「その他」に

含めて表示しております。なお、当事業年度の「貸倒

引当金戻入額」は22千円であります。 

６．商品別売上

              期別  
  部門別 

前連結会計年度 

(自平成21年３月１日 

至平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自平成22年３月１日 

至平成23年２月28日) 

前年度比 
(△印減) 

金額 金額 金額 

売上高 

 家庭雑貨・家庭電器  17,452,167  17,084,317  △367,850

  園芸農業・資材工具  17,812,936  17,384,985  △427,950

  趣味・嗜好  8,606,008  8,725,678  119,670

  その他  12,791  11,886  △904

  ホームセンター事業  43,883,903  43,206,868  △677,035

  その他の事業  2,228,016  2,106,311  △121,704

売上高合計  46,111,919  45,313,179  △798,740

営業収入 

  ホームセンター事業  1,734,844  1,698,617  △36,226

  その他の事業  11,234  11,148  △86

営業収入合計  1,746,078  1,709,766  △36,312

営業収益（売上高及び営業収入合計）  47,857,998  47,022,945  △835,052
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（注）１ ホームセンター事業の各部門の内容は次のとおりであります。 

２ 当第２四半期連結累計期間より、ホームセンター事業の各部門の呼称のみを変更しており、これによる事業部

門別の業績については、区分変更及び組み替えを行っておりません。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(1）役員の異動 

①代表者の異動 

  該当事項はありません。 

②その他の役員の異動（平成23年5月20日付） 

  

    新任取締役候補 

     取締役       山本  榮  （元 島根県警察本部刑事部長） 

    （非常勤）                  

     

(2）その他 

該当事項はありません。 

家庭雑貨・家庭電器 台所用品、家庭用品、日用消耗品、家電製品、寝装・インテリア、ドラッグ等 

園芸農業・資材工具 家庭園芸用品、農業用品、工具・建築金物、塗料・作業用品等 

趣味・嗜好 ペット用品、カー・レジャー用品、オフィス・店舗用品等 

その他 消耗品等 

７．その他

 取締役 鮫島  実 

( 

現 非常勤取締役 

) （ジャスト商事(株)常務取締役）   ジャスト商事(株)常務取締役 
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